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瀧川 仁 

１．はじめに 

2013年 4月に物性研究所長に就任してから、早いもので３年半が経過した。昨年 12月の所員会で再任が決まり、2017

年度まで更に２年の任期を務めることになったことをまずご報告する。３年前、私は所長就任に際して『物性研だより』

の記事の中で、物性研の研究組織の現状と課題について次のように述べた。「物性研の研究組織は主として比較的大規模

な装置の開発・維持を行う研究施設・センターと、所員各々の自由な発想に基づくスモール・サイエンスを担う研究部門

から成る(図１)。施設・センターの活動は個々の大学で推進することが困難なものであり、共同利用・共同研究拠点の重

要なミッションとして認識されている。実際に、レーザー、放射光、中性子、強磁場、スーパーコンピュータなど、施

設・センターの先端的中大型設備は近年目覚ましい発展を遂げた。その一方で研究部門の比重が相対的に縮小した感があ

る。しかしながら、新しい研究の芽となるテーマが研究部門から提起され、それが先端的施設と連携しながら発展するこ

とによって、物性研独自のサイエンスが開花するはずであり、この基礎的部分に関して改組も視野に入れた将来計画が必

要である。」[1] 

 研究部門で行われている新物質や新規なナノ構造の

開発、およびそこで発現する現象の測定と理論的解明

は、言うまでもなく物性科学の根幹である。共同利

用・共同研究拠点としての真価を発揮するためにも、

研究部門が新しい分野を切り開き、物性研独自の大型

設備を有効に生かしながら、独創的なインハウス・リ

サーチを推進することが必須であろう。新物質科学、

物性理論、ナノスケール物性、極限環境物性の現 4 研

究部門は、発足以来約 20 年の間それぞれの分野の発

展と深化に貢献してきたが、組織の固定化に伴って、

異分野間の連携を通して新しいサイエンスの芽を育む

機会が少なくなっていることは否めない。この状況を

どのように改善していくべきか、この 3 年間、所内は

もとより研究会などを通じて所外の研究者も交えた議

論を重ねてきた。その結果、2 つの分野横断型研究グ

ループの設立、および 2 つの研究部門の統合を骨子と

する計画がまとまり、今年 10 月の実現に向けて、規

則改正などの作業を現在進めているところである。本

稿ではその概要を紹介する。 

２．検討過程 

前述したように物性研の研究部門はいわば個人商店の集まりであり、それぞれの研究室は個性ある研究手法を開発し独

創的な研究を行っているが、一研究室でできることは限られている。しかし、物性研全体を見れば物質科学の多様な分野

をカバーする専門家がそろっている。これらがうまく連携し、更に世界的にも傑出した施設・センターの先端的大型装置

を活用することによって、未開拓の研究テーマの発掘とその多面的な展開を実践し、新しい研究分野を開拓できる可能性

物性研究所の改組について 

図１：従来の研究組織 
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もある。勿論、物性研内の研究室間の連携は以前から自発的に行われているが、それをより組織的に、少し離れた分野も

巻きこんで展開する仕組みがあっても良いのではないか。以下に述べる「機能物性研究グループ」と「量子物質研究グ

ループ」という 2 つの分野(部門)横断型の研究グループは、そのような仕組みの具体案として検討されてきた。

① 機能物性研究グループ

従来の物性物理の多くの分野では、純粋で一様な物質が主な研究対象であり、その基底状態と低エネルギー素励起の解

明が重要な課題であった。近年の研究の舞台は、基底状態から高エネルギー励起状態へ、平衡状態から非平衡状態のダイ

ナミクスへ、更に一様な物質から異なる長さスケールの階層構造・高次構造を持つ物質系へ、と拡大しつつある。この背

景の 1 つには、先端的な測定技術や計算手法の進展がある。例えば、励起状態や非平衡状態のダイナミクスを実時間で計

測する超高速分光法や、階層構造を持つ物質系における微小なナノ領域を対象とした分析・分光技術、更に大規模計算機

を用いた第一原理計算やシミュレーションなどの進展によって、これまで未開拓であった問題に対して、精密な実験的・

理論的アプローチが可能になってきた。また一方で、このような問題は、物質が有用な機能を発現するメカニズムと密接

に関係している。例えば、太陽電池、電気化学反応、触媒、生体物質などにおける「機能発現」は複数の素過程の連動の

結果であり、それらの多くは一様な物質内部で起こる静的現象ではなく、表面・界面・粒界を舞台とした動的現象である。

またそこでは、ミクロからマクロにいたるマルチスケールの階層構造が重要な役割を果たしている。「機能物性研究グ

ループ」では、基底状態・平衡状態の電子物性を基盤として、励起状態・非平衡状態、さらには化学反応や生体系の動的

性質まで踏み込んだ研究を視野に入れる。そのために、伝統的な物性物理の枠組みを超えて、マルチスケールの階層的複

合構造を持つ物質系における原子・イオンの移動や組み換え(化学反応)も対象とする。 

 上記の例が示すように、機能物性の具体的テーマの中には産業上重要な実用材料と関係するものも少なくない。しかし

物性研においては、実用材料の開発そのものを目指すのではなく、その背後にある基礎学理を構築することが目的である。

実はこのことは、60 年前の物性研創設の精神にも通じるものであり、設立趣意書の冒頭には次のように書かれている。

「物性研究所は、物性物理学の総合的かつ系統的な研究を行い、それによってわが国の学問の水準を高め工業技術の発展

に貢献することを目的とする。」[2] 

 物性研では、最近このような方向の研究が実際に行われている。具体的には、マルチスケールの特徴を持つソフトマター、

ガラス、分子性物質の研究、固液界面における電気化学反応や生体膜ダイナミクスの理論的シミュレーション、表面の化学

反応やデバイス動作状態における分光研究などであるが、これまではそれぞれが独立して行われていた。そこで 2014 年から、

伝統的な固体物理の中心から少し離れたこのようなテー

マに関わっている 12 名の物性研所員が集まり、新分野へ

の取り組みを目指して情報交換と将来計画の検討を開始

した。これらの所員の所属は、新物質科学、物性理論、

ナノスケール物性の3研究部門に加えて、物質設計評価施

設、中性子科学研究施設、LASOR センターと多岐にわ

たっている。まず、月 1 回インフォーマルなボトムアッ

プ・ミーティングを開催し、それぞれが専門とする研究

手法や興味あるテーマについて紹介し意見交換を行っ

た。その中で、「機能物性」というキーワードと、物性研

で推進すべき共同研究テーマの候補がいくつか浮かんで

きた。これと並行して機能物性融合科学研究会シリーズ

として、いくつかの分野について所外の研究者の協力の

もと、2 回の ISSP ワークショップ「光機能」(2014 年後

期)と「ソフトダイナミクス」(2015年前期)、及び短期研

究会「反応と輸送」(2015 年前期)を開催した。これら

の内容は『物性研だより』に報告されている[3]～[5]。 図２：改組後の研究組織 
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更に、個別のトピックスに関する機能物性セミナーを現在までに 8 回開催し、関連分野の研究動向に関する情報を収集して

いるところである。 

 このような経緯により、これらの検討に加わった所員が集まって、既存の研究部門・施設・センターを横断する「機能

物性研究グループ」を設立することが合意された。特に、吉信(ナノスケール物性研究部門)、杉野(物性理論研究部門)、

秋山(LASOR センター)の 3 所員は今後の活動の中核を担うコアメンバーとして本グループを本務とし、これまでの部

門・センターは併任、その他の所員は本グループを併任することとなった。今後の本グループの具体的活動は、新所員と

して採用するメンバーに依るところが大きいが、どのような分野であれ、物性研で培ってきた先端的計測・計算手法を有

効に活用する所内連携に加えて、所外連携によって新しい分野の研究者コミュニティを作っていくことが重要となろう。 

 

② 量子物質研究グループ 

 物性科学の多くの重要な発展は、新物質の合成を通じて固体電子系の新奇な量子状態が発見され、その理論的解明が新

たな物理原理を確立することによって成し遂げられてきた。特に 1980 年代以降、重いｆ電子系化合物、高温超電導体を

含む遷移金属酸化物、分子性有機伝導体などにおいて、強い電子相関によって引き起こされる現象が重要な研究テーマと

なっている。強相関電子系は物性研においても中心的な研究分野であり、新物質科学研究部門、物性理論研究部門、物質

設計評価施設を軸として、施設・センターとの連携のもと強力に進められてきた。今世紀に入り、グラフェンなどの特異

なバンド構造を持つ物質や、強いスピン軌道相互作用を持つ電子系波動関数のトポロジカルな性質に起因する新奇な現象

が発見され、電子相関の強い物質系おいてこのような効果が生み出す新量子相に興味が集まっている。 

 このような新しい研究の潮流を物性研で先導するためには、物質合成、物性測定、理論の 3 者の緊密な連携が重要であ

る。「量子物質研究グループ」は部門を超えたこれら 3 者の連携のもと、所内の中大型施設および所外研究者を含む共同

研究ネットワークの中核として今後の量子物質研究を牽引することを目指して、検討が始まった。まず、2013 年から

2015 年にかけて、様々なテーマの最先端で活躍する国内外の研究者を招いて、入門から最新の成果までを 2 時間の講義

で紹介する「新量子相レクチャー」シリーズを計 10 回開催した。また、特に重要なキーワードであり、現在急速に発展

しつつあるトポロジカル量子相に関しては、国際的な研究ネットワークを形成するために、学術振興会の「頭脳循環を加

速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム」(2014－2016)に採択された課題「新奇量子物質が生み出すトポロ

ジカル現象の先導的ネットワーク」を推進中である。現在、全所的な支援のもと、中辻(新物質科学)、押川(物性理論)両

所員を中心とした物性研グループと、ドイツ、アメリカの 8 研究機関による国際共同研究が進行している。更に、2015

年 12 月には、短期研究会「量子物質の最前線」を開催し、量子物質研究の現状を俯瞰しつつ「量子物質研究グループ」

設立についての議論を行った[6]。(この研究会の開催に当たっては、所外提案者の有馬孝尚(東大新領域)、石田憲二(京

大理)、田島節子(阪大理)、永長直人(理研)、三宅和正(豊田理研)諸先生から、貴重なご意見をいただいた。） 

 「量子物質研究グループ」の設立に関する議論の中では、物質合成・物性測定・理論の連携、中大型施設の有効活用、

国際的研究ネットワークの構築などに加えて、バルク物質とナノ構造を区別せずシームレスに扱う研究体制についても検

討された。例えば、近年注目されている表面や異種物質間の接合界面における新現象を実証するには、ナノスケール科学

で発展した実験手法が有効であると期待される。また、新しい量子現象を機能性デバイスに応用するためには、薄膜作成

や微細構造化が必要になることに加えて、これらの技術を利用して電界効果や非平衡現象を解明することが、今後の量子

物質研究の重要なテーマとなろう。 

このような過程を経て、「量子物質研究グループ」の設立が実現することとなった。今後本グループにおいて新所員の

採用も検討されているが、立ち上げに当たってまず中辻、押川の２所員がコアメンバーとして本グループを本務とし、従

来の部門を併任する。その他に、既存の部門・施設から数名の所員が本グループを併任する予定である。 

 

③ 研究部門の統合 

 上記 2 つの分野横断型研究グループの創設と並行して、新物質科学研究部門と極限環境物性研究部門の統合が予定され

ている。極限環境物性研究部門は、1996 年の改組により超強磁場・超低温・超高圧の 3 領域の研究グループが集まって

発足し、個別の極限環境のみならず、それらの複合環境下における先端的測定を通じて、新現象の発見、新概念の創出に
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貢献してきた。2006 年には、超強磁場に関する先鋭的な装置開発と、日本の他の強磁場施設と連携した強磁場コラボラ

トリー計画の推進のために、超強磁場グループが独立して国際超強磁場科学研究施設が発足した。また超低温グループで

は、液体および固体ヘリウムの研究を牽引してきた 2 所員が退職し、2013 年に山下所員が着任したことによって、研究

テーマが強相関電子系や量子スピン系の電子物性にシフトした。

極限環境物性研究部門には現在、山下グループのほか、超高圧下極低温における強相関量子物性を追及する上床グルー

プと、2 次元原子層や低次元分子性結晶における量子輸送現象を探求する長田グループがある。これらのグループと、新

物質科学研究部門および物質設計評価施設の実験系グループとでは、研究手法こそ異なるが、科学的興味の対象は重なる

部分が多く、新物質科学研究部門と極限環境物性研究部門を分け隔てる理由はもはや存在しないと考えられる。実際、3

年前から両部門の連携を深めるための合同セミナーや交流行事を継続した結果、研究対象となる物質系、計測手法、測定

環境それぞれの範囲が広がり、更により活発な両部門間の共同研究が展開されるようになった。そこで両部門を統合し、

新たに「凝縮系物性研究部門」として再生することとした。ただし、超高圧・上床グループについては、一研究室として

は比較的大規模な装置開発と共同利用を展開している状況を鑑み、効率的な運営という観点から、高圧合成室を含む多彩

な共通実験室を管理・運営している物質設計評価施設に加わる予定である。 

３．今後の展望 

 図 2 に示す新しい研究組織への再編計画は、この 3 年間、所内の意見交換や、所外の研究者を含む研究会やセミナーな

ど、様々な機会を利用して検討が進んできた。その過程で、物性研の共同利用施設専門委員会や協議会、物性委員会幹事

会や拡大物性委員会などの場において、物性コミュニティの方々に検討状況をご報告し、概ね肯定的にご理解いただけた

と感じている。更に、今年 1 月に行われた国際外部評価においても詳細に検討され、強い支持を得ることができた。 

 一方で、「分野を超えた所内の連携を強化するために部門横断型グループを作ると言いながら、結果として量子物性と

機能物性という 2 つの領域に分断されている(相分離を起こしている)ように見える」というご批判もいただいた。確かに

これまでは、2 つの研究グループは異なる視点からそれぞれの検討がなされており、お互いに理解を深める機会が充分に

あったとは言い難い。しかし、現時点において両グループの目指す所や、想定する研究テーマを比べてみると、共通点が

多いことに気づく。 

機能物性グループでは、階層構造を持つ非一様な物質系における励起状態やダイナミクスを扱うが、着目する機能は

多くの場合、量子的な素過程の連鎖の結果として発現し、その中には局所的な電子相関が重要な役割を演じる現象も少な

くない。量子物質グループでは、バルクな物質内部に限らずに表面や界面などヘテロジニアスな系における新奇な量子現

象を探索すると同時に、そこから有用な機能を引き出す可能性を追求する。こうして見ると、両グループの境界は明確な

ものではなく、将来、両者の連携によって新しい展開が生まれる可能性も期待できる。そのためには、既存の部門・施設

が両グループをつなぐことが鍵となるかもしれない。 

 既存の部門・施設を横断する形の研究グループがどこまで恒久的な組織となるかについては、5 年程度経過した時点で

再度検討するのが適切ではないかと考えている。一方では、この 3 年の間に、所内連携を活性化する将来計画の議論が

きっかけとなって、既に色々なところで新しいタイプの共同研究が始まっている。物性コミュニティの皆様には、新しい

研究グループの今後の活動を見守っていただき、また建設的なご意見をお寄せくださるよう、切にお願いする次第である。 
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